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研 究

日本の病弱・身体虚弱教育における

特別支援教育体制の現状と課題

一蹴国都道府県・政令指定都市を対象とした全数調査から一

滝川　国芳1），西牧　謙吾2），植木田　潤3）
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〔論文要旨〕

　全国都道府県・政令指定都市の病弱・身体虚弱教育における特別支援教育体制の実態を把握することで，今後の

病弱・身体虚弱教育に資することを目的に，47都道府県，19政令指定都市教育委員会担当主管を対象に調査する，

日本初の全数調査を行った。さらに，病弱・身体虚弱教育対象児童生徒の疾患に関する調査も行った。知的障害や

肢体不自由など複数障害種に対応する特別支援学校において病弱・身体虚弱教育を行う自治体が増加していること，

病弱・身体虚弱特別支援学級のうち，小・中学校校舎内設置の学級が，「いわゆる院内学級」といわれる医療機関

内設置の学級よりも多く設置されており，2007年以降その設置数は増加していること，病弱教育部門がある特別支

援学校において，精神疾患や心身症を有し不登校を経験した児童生徒の在籍が顕著であることが明らかとなった。

これらのことから，病弱・身体虚弱教育の専門性の確保が喫緊の課題であり，教育情報を学校間で蓄積し共有する

ことが重要となる。
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L緒 言

　現在，日本において病気の児童生徒を対象とした教

育である病弱・身体虚弱教育は，特別支援学校（病弱），

病弱・身体虚弱特別支援学級通級による指導で行わ

れている。特別支援学校（病弱）は，本校のほかに分

校や分教室があることが多い1）。また，病弱・身体虚

弱特別支援学級は，小・中学校内だけでなく小児病棟

や小児科病棟がある病院内にも設置されている。学齢

期の小児慢性特定疾患の多くの子どもが小・中学校の

通常の学級に在籍していることから，学校と医療と

の連携が大きな課題となっていることも指摘されてい

る2）。このことから通常の学級においても病弱・身体

虚弱教育の視点は欠かせない。

　文部科学省が，学校に関する基本的事項を調査し，

学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的として学

校基本調査を毎年実施している3）。この調査は，特別

支援学校（病弱）数病弱・身体虚弱特別支援学級数

の在籍者数の概数は明らかになるものの，特別支援学

校本校・分校・分教室別の設置数病弱・身体虚弱特

別支援学級の校舎内外における設置状況（小・中学校

の校舎内に設置される特別支援学級数と医療機関内に

設置される特別支援学級数）を把握することはできな

い。また，全国病弱虚弱教育研究連盟が中心となり，

「全国病弱虚弱教育施設一覧（毎年）」，「全国病類調査

（隔年）」を作成し公表しているものの4），調査実施に
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ついては，各地域調査担当校に委ねられており，調査

対象となる学校，学級を正確に把握しないまま実施さ

れている地域があるなど，調査方法の改善の必要性が

指摘されてきた5）。

　1994年に当時の文部省初等中等教育局長から「病気

療養児の教育について」（通知）が各都道府県教育委

員会教育長あてに発出された6）。この中で，1）入院中

の病気療養児の実態の把握，2）適切な教育措置の確保，

3）病気療養児の教育機関等の設置，4）教職員等の専

門性の向上の4点に留意して病気療養児の教育の改善

充実を求めた。しかしながら，上記のように，病気療

養児の実態把握に関する具体的な方法は，未だ確立さ

れておらず，学齢の児童生徒が，継続して入院してい

るものの学校教育の介入が行われていない医療機関も

未だ存在する。

　また，2007年4月の学校教育法改正により，特別支

援学校の機能として，地域の小・中学校，高等学校等

に対して必要な助言や援助を行うセンター的機能が明

確に位置づけられた。病気の児童生徒を対象として教

育を行う特別支援学校が，地域の小・中学校の病弱・

身体虚弱特別支援学級や通常の学級に在籍する病弱ま

たは身体虚弱の児童生徒の教育に関するセンター的機

能を果たすためには，病弱・身体虚弱教育の実情等を

熟知することが不可欠となる。

　以上より，本研究は，全国都道府県・政令指定都市

の病弱・身体虚弱教育における特別支援教育体制の実

態を把握するとともに課題を明らかにすることによ

り，今後の病弱・身体虚弱教育に資することを目的と

する。

皿．方 法

1．調査1

　全国の都道府県，政令指定都市における病弱・身体

虚弱教育を実施する学校・学級設置状況と学年別在籍

者数に関する調査。

i）調査の対象

①全国47都道府県教育委員会特別支援教育担当主管。

②全国19政令指定都市教育委員会特別支援教育担当

　主管。

iの調査の方法

　調査方法は，国内すべての都道府県および政令指定

都市教育委員会特別支援教育担当主管あてに，電子

メールに，病弱・身体虚弱教育が行われている学校機

小児保健研究

関に関する実態調査依頼文と調査表を添付して依頼

し，調査表については電子メール添付による返信に

よって回答を求めた。調査対象噛すべてから回答を得

た（回収率100％）。調査名は，「病弱・身体虚弱教育

を行っている学校（医療機関での教育をすべて含む）

に関する調査」とし，調査期間は，2010年10月から

2010年11月であった。

iii　）調査の内容

　調査内容は，2010年5月1日現在における学校名，

学校設置者，設置の形態（学校種，校内または校外（院

内）特別支援学級特別支援学校については本校，分校，

分教室，訪問による教育の区分），学校住所，電話番号，

併設または隣接する医療機関名，学部別学級数学年

男女別在籍者数であった。なお，複数の障害種に対応

する特別支援学校においては病弱者である児童生徒に

対する教育を行う学級数在籍者数の対象は重複障害

者を含む病弱・身体虚弱者である児童生徒とした。

iv）倫理的配慮

　本調査は，独立行政法人国立特別支援教育総合研究

所に関する倫理要項に基づいて実施した。

2．調査2

　全国の都道府県，政令指定都市における病弱・身体

虚弱教育を行う学校，学級に在籍する病弱・身体虚弱

教育対象児童生徒の疾患に関する調査。

i）調査の対象

　2009年8月に調査1と同一の調査により得られた病

弱・身体虚弱教育を行っている学校について，全国病

弱虚弱教育研究連盟各都道府県連絡責任校担当者47人

に調査を依頼した。

ii）調査の方法

　調査方法は，国立特別支援教育総合研究所内に設置

されたアンケートシステム「WEB　CAS　formulator」

を用いたWebでのアンケート調査を実施した。調査

期間は，2009年12月から2010年2月であった。

iii）調査の内容

　調査内容は，学校名，教育の形態，学年および性別，

児童生徒の疾患名ごとの人数とした。なお疾患名は，

ICD－10国際疾病分類に準拠し，表1のように設定し

た。

iv）倫理的配慮

　本調査は，独立行政法人国立特別支援：教育総合研究

所に関する倫理要項に基づいて実施した。
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表1　調査項目とした疾患の一覧

肺結核　　　　　　　　、 気管支喘息

1　感染症および寄生虫症 ヘルペスウイルス感染症 X　呼吸器系の疾患． 気管支拡張症

その他の感染症 その他の呼吸器系疾患

悪性腫瘍 胃および十二指腸系の疾患

∬　新生物 白血病 ヘルニア

その他の新生物
X［消化器系の疾患

ウイルス肝炎

再生不良性貧血 その他の消化器系疾患

紫斑病 アトピー性皮膚炎皿　血液および造血器の疾患

@並びに免疫機能の障害 血友病
X皿皮膚および皮下組織の疾

@患
アレルギー性皮膚炎

その他の血液・造血器疾患 その他の皮膚疾患

甲状腺障害 全身性エリテマトーデス

糖尿病 皮膚筋炎

その他の内分泌系障害
X皿筋骨格系および結合組織

@の疾患
ペルテス病IV　内分泌，栄養および代謝

@疾患 高度肥満 脊柱唄わん症

代謝異常 その他の筋・骨格系疾患

その他の内分泌・代謝異常 急性腎炎

器質的脳疾患 慢性腎炎

精神病 XW尿路性器系の疾患 ネフローゼ症候群

神経症（神経衰弱等） 腎不全

V　精神および行動の障害 食思不振症 その他の腎臓疾患

自閉症 二分脊椎

不登校 循環器系の先天奇形

その他の精神・行動障害
X皿　先天奇形，変形および

@染色体異常
尿路系の先天奇形

てんかん 骨形成不全

筋ジストロフィー症 その他の先天性疾患

VI神経系の疾患 痙直型脳性まひ 脊髄損傷

アテトーゼ型脳性まひ 骨　折

その他の神経系疾患
澗　損傷中毒およびその
@他の外因の影響

溺水後遺症

W　眼および付属器の疾患 眼疾患 熱　傷

皿　耳および乳様突起の疾患 耳・鼻・咽喉疾患 その他の損傷

リウマチ熱 身体虚弱

リウマチ性心疾患 単純性肥満

関節リウマチ

XXI健康状態に影響を及ぼ
@す要因および保健サービス

@の利用 重症心身障害
D（循環器系の疾患

心臓病（心不全等） 以上に分類されないもの

脳血管疾患

その他の循環器系疾患

皿、結 果

1．調査1の結果

i）設置の形態と数

表2は，病弱・身体虚弱教育の対象児童生徒が在籍

している学校，学級の設置形態とその数を示した。

　特別支援学級は，すべての病弱・身体虚弱者である

児童生徒に対して，病弱・身体虚弱特別支援学級のみ

で対応していた。設置されている数は，小・中学校の

校舎内にある特別支援学級数が940学級，学校外（医
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表2　「設置の形態」と数

設置の形態 数

病弱教育部門がある特別支援学校　本校

病弱教育部門がある特別支援学校　分校

病弱教育部門がある特別支援学校　分教室

病弱教育部門がある特別支援学校　訪問による教育

病弱教育部門がない特別支援学校　本校

病弱教育部門がない特別支援学校　分校

病弱教育部門がない特別支援学校　分教室

病弱教育部門がない特別支援学校　訪問による教育

小中学校学校内　　　　特別支援学級（病弱虚弱）

小中学校学校外（院内）特別支援学級（病弱虚弱）

小中学校学校内　　　　特別支援学級（病弱虚弱以外）
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療機関施設内）にある特別支i下学級数が286学級であっ

た。

　特別支援学校として設置されている数は，病弱教育

部門がある特別支援学校本校が86校と最も多く，訪問

による教育を行っている学校が57校，分教室設置校が

40校，分校設置校が20校であった。また，病弱教育部

門がない特別支援学校が病弱者である児童生徒に対す

る教育を行う学校（本校，分校，分教室，訪問による

教育）数が90校であった。そのうち，訪問による教育

を行っている学校が66校であった。

iの病弱・身体虚弱教育が行われている学校における学

　年別在籍者数

　図1は，全国の病弱・身体虚弱教育が行われている

学校における学年別在籍者数を示している。義務教育

段階である小学1年から中学3年までの9学年のう

ち，在籍数が一番多いのは中学3年で，特別支援学校

543人と特別支援学級189人との合計732人であった。

中学生段階では，特別支援学級在籍数が3学年にわた

り急激な増減はみられなかったが，特別支援学校在籍

者数は，中学1年が336人であるのに対して，中学2

年が500人，中学3年が543人と学年を追う毎に増加し

ていた。

iii）特別支援学級設置校

　特別支援学級設置校のうち98，9％の学校が，1学校

について1学級の設置であった。1学校について2学

級の設置である学校が，学校内特別支援学級設置小学

校5校，校内特別支援学校設置中学校2校，学校外（院

内）特別支援学級設置小学校が6校，学校外（院内）

特別支援学級設置中学校が1校であった。

　小学校の特別支援学級設置校数について，学校内

特別支援学級設置校が671校（小学校設置校全体の

81％），学校外特別支援設置明月が153校（小学校設置

校全体の19％）であった。

　中学校の特別支援学級設置校数について，学校内

特別支援学級設置校が249校（中学校設置校全体の

75％），学校外特別支援学級が85校（中学校設置校全

体の25％）であった。

iv）病弱・身体虚弱特別支援学級数の経年変化

　図2は，小学校，中学校における学校内特別支援学

級数と学校外（院内）特別支援学級数の経年変化を示

している。

　小学校において，学校外（院内）特別支援学級数

は，160学級から190学級の幅で推移してきている。学

校内特別支援学級数は，2002年に214学級であったが，

2010年には671学級となり，3倍以上に増加した。

　中学校について，学校外（院内）特別支援学級数は，

2002年以降，緩やかに減少している。学校内特別支援

学級数は，2006年目境に増加し2010年には249学級と

なった。これは，2002年の87学級の2．9倍となる。

　　人
　800

　700

　600

在500
響…

数300

　200

　too

璽特別支援学校　■小・中学校特別支援学級

図1　病弱・身体虚弱教育が行われている学校における

　　学年別在籍者数

　学級数
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図2　小学校，中学校における病弱・身体虚弱特別支援：

　　学級数の経年変化
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　　　　一@　　小学校学校内中　　　病弱・身体虚弱特別支援学級

@　　小学校学校外（院内）●●・●…　　　病弱・身体虚弱特別支援学級

@　　中学校学校内申　　　病弱・身体虚弱特別支援学級

@　　中学校学校外（院内）…　血・Φ・　　　病弱・身体虚弱特別支援学級
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v）病弱・身体虚弱特別支援学級における全学級数に占

　める平均在籍者数ごとの学級数の割合

　図3は，病弱・身体虚弱特別支援学級における全学

級数に占める平均在籍者数ごとの学級数の割合を示し

ている。学校内特別支援学級においては，小学校，中

学校ともに在i籍者数1人が60％であり，在籍者数3人

以上の学級は20％であった。学校外（院内）特別支援

学級においては，在籍者数1人の学級が小学校では

37．7％，中学校では，56．7％であった。また，在籍者

数6人以上の学級が，小学校では16％，中学校では5％

全tOO％
学

級
数
に
　sool．占
め

る

平

均60％
在
籍
者

黎40％

芝
の
学

級20％
数
の

製
出　0％　　小学校　　　　中学校　　　小学校校外　　中学校校外

　　　　校内特学　　　校内特学　　（院内）特学　　（院内）特学

図3　病弱・身体虚弱特別支援学級における全学級数に

　　占める平均在籍者数ごとの学級数の割合

であった。

2．調査2の結果

i）小・中学校別，学部別の疾患ごとの人数

　図4は，特別支援学校，小・中学校病弱・身体虚弱

特別支援学級に在籍する児童生徒について，小学1年

から6年（以下，小学とする），中学1年から3年（以下，

中学とする），高等部1年から3年（以下，高等とする）

における疾患ごとの人数を示したものである。

　小学では，神経系の疾患が655人と一番多く，次い

で新生物が470人，精神および行動の障害が380人目先

天奇形，変形および染色体異常が309人であった。中

学では，精神および行動の障害が678人と一・番多く，

次いで神経系の疾患が355人目新生物が228人であった。

高等は，精神および行動の障害が674人で一番多く，

次いで神経系の疾患が500人であった。

ii）特別支援学校における主な疾患別の在籍児童生徒数

　図5は，主な疾患別の特別支援学校在籍児童生徒数

について，本校，分校，分教室，訪問による教育の設

置形態ごとに示したものである。

　精神および行動の障害は1，494人で，病弱教育部門

がある特別支援学校に在籍する病弱・身体虚弱教育対

象児童生徒数に占める割合は，24．9％であった。うち

本校に在籍する児童生徒は，小学部195人，中学部461

　　　　　人
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人，高等部607人，計1，263人であった。神経系の疾患

は1，198人で，同割合は，20％であった。うち本校に

在籍する児童生徒が769人，訪問による教育の対象児

童生徒が312人であった。新生物は448人で，同割合は，

7．7％であった。うち，小学部在籍児童は272人であり，

新生物の児童生徒全体の60．7％を占めた。

iii）小・中学校病弱・身体虚弱特別支援学級における主

　な疾患別の在籍児童生徒数

　図6は，主な疾患別の病弱・身体虚弱特別支援学級

在籍児童生徒数について，小学校校舎内，小学校校舎

外，中学校校舎内，中学校校舎外の特別支援学級ごと

に示したものである。小・中学校校舎外特別支援学級

は，医療機関内に設置された学級で，いわゆる院内学

級である。

　白血病，脳腫瘍など新生物は，校舎外特別支援：学級

に多く在籍し，その内訳は小学校校舎外特別支援：学級

に164人，中学校校舎外特別支援学級に69人であった。

　てんかん，筋ジストロフィーなどの神経系の疾患，

心臓病などの循環器系の疾患，気管支喘息など呼吸器

系の疾患，二分脊椎や骨形成不全などの先天奇形，変

形および染色体異常は，校舎内特別支援学級に多く在

籍していた。その内訳は次のとおりである。神経系の

疾患は，小学校217人，中学校78人，循環器系の疾患は，

小学校163人，中学校59人，呼吸器系の疾患は，小学

校62人，中学校58人，先天奇形，変形および染色体異

常は，小学校150人，中学校33人であった。
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人

217

■小学校校舎内特別支援学級

酪ｬ学校校舎外特別支援学級

欄_学校校舎内鼠別支援学級

｡中学校校舎外特別支援学級
一
一

164 163

150

　　　　go
ｹ83｣ 78

59　　　　62　5B　　　　翻

糾
馴曲　．　　　I　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　l

暴蕪。4 　33

ｲ，

1　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　1

1V．考 察

1，特別支援学校における病弱・身体虚弱教育の専門性

　確保について

　2007年の学校教育法改正により，特別支援学校が複

数障害種に対応することが可能となり，各都道府県

では特別支援学校再編が進められている。そのため，

2006年には91校設置されていた病弱教育部門だけが

ある学校数が，2009年には70校に減少し3・　7＞，2010年

の本調査においては59校とさらに減少した。一方で，

病弱教育部門を含む複数障害種に対応する学校が41校

あった。これらの学校は，知的障害，肢体不自由の児

童生徒の在籍割合が高く，学校教育活動は病弱以外の

障害種の児童生徒への教育を中心に計画される傾向に

あり，これまで培ってきた病弱・身体虚弱教育の専門

性確保が難しくなっていくことが懸念される。

　また，特別支援学校が地域における特別支援教育の

センターとしての機能の充実を図り，小学校，中学校，

高等学校等への支援を行うこととなった8）。小・中学

校の病弱・身体虚弱特別支援学級担当教員は，病弱・

身体虚弱教育経」験年数が3年未満のものが70．5％を占

め，専門性が高くないことが指摘されており9），病弱

教育部門のある特別支援二学校が病弱・身体虚弱教育の

センター的機能を発揮し，地域の小・中学校を支援二す

ることが求められる。

　そこで，病弱教育部門がある特別支援学校が専門性

を確保することは重要であり，そのためには，全国の
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学校間において教育情報を蓄積し共有することが必須

になると考える。

　また，病弱教育部門を含まない特別支援学校の訪問

による教育が66校で実施され，対象児童生徒数は，訪

問による教育対象全児童生徒数の23．8％を占めてい

た。本調査では，病弱教育部門を含まない特別支援学

校の訪問による指導は，医療機関への訪問による指導

のみを対象としており，医療機関の近隣に設置された

病弱教育部門がない特別支援学校が，入院治療する児

童生徒に訪問による教育で対応していることが明らか

となった。

　このことから医療機関への訪問による教育を充実す

るためには，知的障害部門や肢体不自由障害部門の特

別支援学校と連携し，病弱・身体虚弱教育に関する教

育情報提供を的確に行うことが必要となる。

2．小・中学校における病弱・身体虚弱教育について

　病弱・身体虚弱特別支援学級に占める，いわゆる院

内学級といわれる学校校舎外設置特別支援学級の割合

は，小・中学校ともに低く，学級数も年々微減傾向で

あった。

　一方，学校校舎内設置の特別支援学級は，2007年

以降急増しており，これらの学級の約60％は，児童生

徒数が1人の学級であった。各自治体が，病弱・身体

虚弱の児童生徒を特別なニーズのある児童生徒として

位置づけ，小・中学校の校舎内に，特別支援学級を設

置するようになったと考えられる。入院治療を終えた

児童生徒が，退院後自宅療養となり，そして病状が回

復した後も前側校に復帰することができずに長期欠席

の状況となる事例はこれまで少なくなかった。また，

通常の学級において，他の同級生と同様の活動をする

ことは体力的にも精神的にも困難を伴う。そこで，各

自治体においては小・中学校校舎内に病弱・身体虚弱

特別支援学級を設置することで，これらの児童生徒の

教育の保障に努めていることがうかがえる。通常の学

級での授業参加については，体調に合わせて，交流お

よび共同学習という学習形態で実施することも可能と

なる。

　小・中学校の通常の学級には，アレルギー性疾患

精神性の疾患のある児童生徒やその他の小児慢性特

定疾患のある児童生徒も在籍している。西牧らは通

常の教育の不登校対策や発達障害，非行，児童虐待等

も視野に入れ，学校保健との連携を強化し，病弱・身
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体虚弱教育制度の積極的な活用を図るよう提案してい

る10）。このことから，小・中学校の通常の学級に在籍し，

病状に配慮を要する児童生徒の教育支援を，病弱・身

体虚弱教育の観点をもって行うことが重要であると考

える。その際，病弱・身体虚弱特別支援学級が果たす

役割は大きいが，学級が設置されている小・中学校数

は，1，229校，全図・中学校数の3．75％に過ぎず，よ

り積極的な学級設置が求められる。

3．疾患別の児童生徒への特別支援教育について

　ここでは，在籍者数が多かった新生物，精神および

行動の障害，神経系の疾患の児童生徒への特別支援教

育について考察する。

　新生物疾患の児童生徒のうち，小学校校舎内特別支

援学級に34人の児童が在籍していた。退院後，前夕校

への復学時に，病状を考慮して通常の学級ではなく，

病弱・身体虚弱特別支援学級に在籍したと推測され

る。白血病や脳腫瘍などの小児がん患者の生存率が高

まり11），退院後，どのように病状に配慮しながら学校

生活を送ることが望ましいのかということは早急に検

討しなければならない。その際，現在，病弱・身体虚

弱特別支援学級に在籍する児童生徒の学校生活を検証

することは重要だと考える。

　病弱・身体虚弱教育を行う特別支援二学校に在籍する

病弱・身体虚弱教育対象児童生徒数に占める，精神お

よび行動の障害である児童生徒数の割合が，24．9％で

あることは特筆すべきことである。近年のこのような

状況から，特別支援学校の新学習指導要領解説「自立

活動編」に，うつ病などの精神性の疾患が記され，精

神および行動の障害は病弱・身体虚弱教育の対象であ

ることが，初めて明示された。

　これまでにも，精神疾患や心身症を有し不登校を経

験：した児童生徒の在籍が増加し，病弱教育部門がある

特別支援学校が，LD，　ADHD等で適応1障害のある生

徒の支援を果たしているとの報告があり12），本調査に

おいても，特別支援学校在籍者数が中学2年に急増し，

中学3年はさらに増加していたことから，そのことが

うかがえた。統合失調症気分障害など精神疾患や心

身症発達障害の二次障害のある生徒等への教育につ

いては，各学校において手探りでの教育実践が始まっ

たばかりで，指導法や指導内容等の教育情報がほとん

ど蓄積されておらず，経験知の積み上げが喫緊の課題

である。
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　特別支援学校に在籍する神経系の疾患の児童生徒数

のうち，訪問による教育を受けている児童生徒数が

26％を占めており，てんかん，謹直型脳性まひが多かっ

た。これらの疾患で入院治療している児童生徒におい

ては，訪問による教育が大きな役割を果たしているこ

とが確認された。

　また，小・中学校校舎内特別支援学級にも222人の

神経系の疾患の児童生徒が在籍しており，うち76．6％

がてんかんであった。入院治療を終えた後，てんかん

発作のコントロールが難しい病状の児童生徒にとっ

て，校舎内特別支援学級が有効な教育の場になってい

ると考えられる。

　新生物，神経系の疾患の児童生徒は，他の疾患に

比べ，訪問による教育を受けている者の割合が高かっ

た。訪問による教育は，年間の授業時数が学習指導要

領に定められた標準より少ない。同じ病状であっても，

入院治療する病院によって，受けることができる教育

サービスに差が生じるともいえる。教室配置に必要な

設備等の制限はあるが，教育行政担当部局および医療

関係者の理解のもと，医療機関内に教室を設置し，で

きる限り標準授業時数を確保することが望まれる。

V．結 論

　本研究では，病弱・身体虚弱教育を行っている学

校，学級設置，在籍者数について，全都道府県，政令

指定都市特別支援教育担当主管を調査対象としたこと

で，国内の全数把握ができた。さらに在籍児童生徒の

疾患について全数調査を行い，その実態を把握するこ

とができた。今回の調査は，日本で初めての病弱・身

体虚弱教育の実施状況全数調査と位置づけることがで

きる。

　特別支援：学校再編に伴い，病弱・身体虚弱教育に特

化した特別支援学校が減少していた。このことから，

病弱・身体虚弱教育の専門性確保が困難になることが

予想される。そこで今後は，専門性確保のための教育

情報の蓄積が重要となる。

　病弱・身体虚弱特別支援学級の設置数について，小・

中学校校舎内設置の学級が，「いわゆる院内学級」で

ある校舎外設置の学級よりも多く，2007年以降もその

数は増加傾向にあった。慢性疾患や退院後前籍校に復

帰した児童生徒の病状に配慮する自治体が増加してい

る現れと考える。
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　病弱・身体虚弱教育を行う特別支援学校において，

精神疾患や心身症を有し不登校を経験した児童生徒の

在籍が顕著であった。児童精神科などの医療機関との

連携に加え，全国の特別支援：学校間において教育情報

を共有することがこれまで以上に重要である。
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